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※事務事業コード／ 0108040102 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 1112
事業名 02都市計画調整事業
会　計 一般会計 款・項・目 080401都市計画総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
建築確認等申請書類の受理及び審査、屋
外広告物の許可、都市計画図の修正委
託、その他都市計画に関する事務処理

建築確認申請書類の受理及び審査、屋外
広告物の許可、その他都市計画に関する
事務処理

建築確認申請書類の受理及び審査、屋外広告物の許
可、権限移譲に向けた準備事務、その他都市計画に関
する事務処理

目　的
（成果）

都市計画及び建築に関する事務を正確に処理する

内　容
（概要）

都市計画に関する事項の調査、審議及び建築等に関する書類の受付と県への進達を主として、合わせて平成２７年度権限移譲へ向けた事務準備を進める。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 6,800 県支出金 114,800 県支出金 6,000

市債 市債 市債

一般財源 2,538,157 一般財源 900,849 一般財源 306,000
その他 235,100 その他 442,650 その他 211,000

計 2,780,057 計 1,458,299 計 523,000
金額 うち臨時分

01 報酬 0 01 報酬 0 01 報酬 45,000

11 需用費 143,877 11 需用費 145,982 11 需用費 174,000
09 旅費 4,000 09 旅費 5,640 09 旅費 6,000

19 負担金、補助及び交付金 68,500 14 使用料及び賃借料 161,115 13 委託料 67,000
13 委託料 2,563,680 13 委託料 1,063,062 12 役務費 9,000

19 負担金、補助及び交付金 82,500 19 負担金、補助及び交付金 222,000

523,000 0
対・決 -64.1 対・予 16.7448,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 3,188,000 H25当初予算額

決算額計 2,780,057 決算額計 1,458,299 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

14,654,000
総事業費 歳出+職員人件費 9,235,057 歳出+職員人件費 8,711,299 歳出+職員人件費 15,177,000

0.90 人工 7,253,000 職員人件費 1.90 人工人件費 職員人件費 0.80 人工 6,455,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策・経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

建築確認等申請件数 件／年 年間の建築確認件数（建築確認227件　工事届35件）
目標 200

進達処理件数 件／年
県へ進達処理した件数（開発行為【29条、43条、その他】115件　建築確
認・工事届40件）

目標 60 160
実績 155

200 200
実績 213 262

成果
指標

屋外広告物等による苦情 回／年 苦情件数
目標 0

区域指定の活用 件／年 区域指定による建築件数
目標 10
実績 6 7

0 0
実績 0 0

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
有効な土地利用を推進するため、都市計画区域や用途地域の変更等を
考慮し、現在の土地利用状況や住民の意向を見極めることが必要とな
る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

区域指定制度の見直し及び準防火地域の設定、及び都市計画道路事業
に伴う用途地域の見直しなどを進める。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

都市の健全な発展と秩序ある整備を図る。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

総合計画との整合や地域の実情、さらにはメリット・デメリットを検証し、都
市計画審議会や行政調整会議などにおいて、その判断を見出す事とな
る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

権限移譲により新たな申請許可事務が増すことから、適確・確実に対応が
できるよう職員個々のスキルアップを図る。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

建築確認や開発行為申請などの事務処理を行った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

地域の実情を見据え、理解を得ながら都市計画区域の見直しなどが必要である。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 渡　辺　泰　二 担当部名 土木部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



※事務事業コード／ 0108040103 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

市民協働 市民の関与 総合計画コード 1341
事業名 03恋瀬橋ロードパーク管理運営事業
会　計 一般会計 款・項・目 080401都市計画総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 施設内の清掃、植栽管理施設の修繕 施設内の清掃、植栽管理施設の修繕
施設内の清掃、植栽管理施設の修繕
施設の効果的利用促進を図る

目　的
（成果）

快適な生活環境づくりに寄与するため憩いの場を提供する。

内　容
（概要）

石岡市と共同による施設内の清掃、植栽管理、施設の修繕、見回り等

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 800,000 一般財源 800,000 一般財源 800,000
その他 その他 その他

計 800,000 計 800,000 計 800,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 800,000 19 負担金、補助及び交付金 800,000 19 負担金、補助及び交付金 800,000

800,000 0
対・決 0.0 対・予 0800,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 800,000 H25当初予算額

決算額計 800,000 決算額計 800,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

3,085,000
総事業費 歳出+職員人件費 3,220,000 歳出+職員人件費 3,217,000 歳出+職員人件費 3,885,000

0.30 人工 2,417,000 職員人件費 0.40 人工人件費 職員人件費 0.30 人工 2,420,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

施設の見回り回数 回／年 施設の年間見回り回数
目標 8

施設内の清掃 回／年 施設の年間清掃回数
目標 360 360 360
実績 360 360

8 8
実績 8 8

成果
指標

施設に関する苦情 回／年 年間苦情件数
目標 0

イベント・各団体ＰＲ利用回数 回／年 施設を利用したイベント・各団体ＰＲ回数
目標 1 1 1
実績 1 0

0 0
実績 0 0

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
当市、石岡市、国と覚書を取り交わし運営しているが、将来的にはバイパ
ス開通後の、費用負担や管理区分等について協議が必要である。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

交通安全週間のＰＲや火災予防週間のＰＲ、また、観光ＰＲなど、国や県
及び両市の各団体への施設利用を提案し活用していただくよう推進す
る。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
６号国道は慢性的な渋滞が発生しているため、トイレや休憩施設を設置することにより、ドライ
バーの事故防止を図る。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

費用負担や管理区分の見直し、またアンケート結果により要望の多かった
自動販売機の設置等を検討する。また、交通安全ＰＲや観光ＰＲなど各団
体による有効利用の促進を図り、認知度を高める。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

将来を展望に取組（負担金・管理区分）の検討が必要（ﾊﾞｲﾊﾟｽ開通後）　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

維持管理は適正に行われている。アンケート調査を行い利用頻度・認知度を把握し、今後の活
動計画資料とした。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
国、石岡市、当市での管理に関する覚書を取り交わしているが、管理区分や費用負担を含めた
見直しの検討が必要である。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 渡　辺　泰　二 担当部名 土木部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



※事務事業コード／ 0108040104 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 1211
事業名 04国道６号バイパス建設促進事業
会　計 一般会計 款・項・目 080401都市計画総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

①期成会総会の開催
②建設促進について、国土交通省・財務省・関東地
方整備局への中央要望
③国道６号バイパスの実現についての広報紙発行
④建設促進について、常陸河川国道事務所への要
望

①期成会総会の開催
②建設促進について、国土交通省・議員会館・財務
省・関東地方整備局への中央要望
③国道６号バイパスの実現についての広報紙発行
④建設促進について、常陸河川国道事務所への要
望

①期成会総会の開催
②建設促進について、国土交通省・財務省・関東地方
整備局への中央要望
③国道６号バイパスの実現についての広報紙発行
④建設促進について、常陸河川国道事務所への要望

目　的
（成果）

国道６号バイパス建設の早期実現に向けての促進運動と、その他の目的達成に必要な事業を実施する。
国道６号千代田石岡バイパス建設促進協議会　　かすみがうら市（７．５ｋｍ）　石岡市（６．５ｋｍ）　小美玉市（０．７ｋｍ）

内　容
（概要）

国道６号バイパス建設の早期実現を図り、交通機能の改善並びに産業・経済・観光を円滑にし、併せて沿線住民の日常生活の活性化を図る。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 268,000 一般財源 269,000 一般財源 269,000
その他 その他 その他

計 268,000 計 269,000 計 269,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 268,000 19 負担金、補助及び交付金 269,000 19 負担金、補助及び交付金 269,000

269,000 0
対・決 0.0 対・予 0269,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 268,000 H25当初予算額

決算額計 268,000 決算額計 269,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

3,085,000
総事業費 歳出+職員人件費 2,688,000 歳出+職員人件費 3,492,000 歳出+職員人件費 3,354,000

0.40 人工 3,223,000 職員人件費 0.40 人工人件費 職員人件費 0.30 人工 2,420,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

期成会による要望回数 回／年
国土交通省・財務省・関東地方整備局・常陸河川国道事務所への要望
回数

目標 2

国道６号バイパス進捗状況の広報回数 回／年 かすみがうら市・石岡市・小美玉市３市への広報紙配布回数
目標 1 1 1
実績 1 1

1 1
実績 2 1

成果
指標

千代田石岡バイパス事業化区間5.8ｋｍ
の整備状況

％
事業区間における事業進捗率（支出事業費／事業化区間の総事業費）
＊総会時常陸工事事務所発表による

目標 0

目標
実績

0 0
実績 59 62

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
まだ計画決定の段階であるかすみがうら市内の事業化決定と小美玉市内
6号までの0.7ｋｍの計画決定の早期実現に向けて強く要望する。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

国道6号バイパス推進事業における課題に対し、期成会及び県が一体と
なり、多方面から国に働きかけ早期着手を促していく

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

６号バイパスの早期完成に向け、国への要望や事業への協力を行う。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

期成会としては、事業化区間の延伸（小美玉地内）を要望し、国道6号バ
イパスの早期完成を目指す。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

かすみがうら市内の事業化決定に向け中央要望を継続するとともに国・
県・関係機関の連帯を深め事業推進を働きかける

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

国への要望を実施し、事業の推進を図った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

期成会として常陸河川事務所と連携を蜜にし、事業の推進を図る。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 渡　辺　泰　二 担当部名 土木部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

※事務事業コード／ 0108040106 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 23 年度～平成 31 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 1113
事業名 06神立駅周辺整備事業
会　計 一般会計 款・項・目 080401都市計画総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

一部事務組合による道路基本設計・換地
設計・建物補償調査業務・自由通路基本
設計・橋上駅舎基本設計・駅東口歩行者
専用道路設計・区画整理事業工事展開策
定業務を実施する。

一部事務組合による区画整理事業の減価
買収用地、建物補償、道路基本・実施設
計、換地設計、建物補償調査、工事工程
策定、東口歩行者専用道路基本・実施設
計委託業務を実施する。

一部事務組合による区画整理事業の減価買収、建物補
償、道路基本及び実施設計、換地設計及び仮換地指
定、建物補償調査、工事工程策定。関連事業の自由通
路及び駅舎橋上化の実施設計、歩行者専用道路の用
地買収に着手する。

目　的
（成果）

神立駅周辺は、広域の交流拠点、当市及び土浦市の玄関口として重要な地域であり駅前広場を含む交通節点機能を向上させることにより、交通渋滞緩和及び歩行者空間を確保
することによる通勤・通学者の環境機能向上並びに商業環境の発展を図り、土地の有効活用と都市機能充実に寄与する。

内　容
（概要）

駅前広場を含む土地区画整理事業の実施に合わせ、橋上駅舎整備、東西自由通路整備を実施する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 51,642,500 一般財源 155,964,000 一般財源 25,788,000

71,100,000
その他 その他 その他

計 51,642,500 計 155,964,000 計 96,888,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 51,642,500 19 負担金、補助及び交付金 155,964,000 19 負担金、補助及び交付金 96,888,000

96,888,000 0
対・決 -37.9 対・予 -23.2126,204,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 51,643,000 H25当初予算額

決算額計 51,642,500 決算額計 155,964,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

6,170,000
総事業費 歳出+職員人件費 54,869,500 歳出+職員人件費 159,187,000 歳出+職員人件費 103,058,000

0.40 人工 3,223,000 職員人件費 0.80 人工人件費 職員人件費 0.40 人工 3,227,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

関係機関との協議回数 回 事業をスムーズに進めるため関係機関との協議回数
目標 20

目標
実績

20 20
実績 25 25

成果
指標

計画の進捗状況（年度毎） ％ 予算執行率（支出金／予算）　＊剰余金含まず
目標 100

目標
実績

100 100
実績 97 100

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
多額の財政負担を要する事業であり、無理のない事業計画を立て事業費
の軽減に努める。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

一部事務組合による事業地取得や仮換地の指定など事業の推進を図
る。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

神立駅前の狭あいさを解消し、駅舎改築に合わせ駅周辺の都市基盤の整備に図る。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

事業完了後、駅周辺の商業環境の活性化等を地元住民と行政が一体と
なり、地区計画の変更も視野に入れた将来像を見出すことが必要

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

今年の国補助は約半分程度しか採択されないことから、次年度に不足分
を上乗せし、早い段階から関係機関と連携し要望していく

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

一部事務組合による事業推進を図った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

事業計画を見直しながら、事業費の軽減を図る。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 渡　辺　泰　二 担当部名 土木部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

※事務事業コード／ 0108040107 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 1112
事業名 07住宅・建築物耐震化推進事業
会　計 一般会計 款・項・目 080401都市計画総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 木造住宅の耐震診断士派遣事業を実施 木造住宅の耐震診断士派遣事業を実施 木造住宅の耐震診断士派遣事業を実施

目　的
（成果）

市内の木造建築物の耐震性能を確保するため、耐震診断と耐震改修を促進することにより既存建築物の耐震性能の向上を図るとともに、今後予想される地震災害から市民の生
命・財産を守る。

内　容
（概要）

昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けた所有者が居住する一戸建て２階建て以下の木造住宅へ耐震診断士を派遣する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 99,000 国庫支出金 49,000 国庫支出金 179,000
県支出金 40,500 県支出金 20,250 県支出金 67,000

市債 市債 市債

一般財源 58,500 一般財源 29,750 一般財源 112,000
その他 12,000 その他 6,000 その他 20,000

計 210,000 計 105,000 計 378,000
金額 うち臨時分

13 委託料 210,000 13 委託料 105,000 13 委託料 378,000

378,000 0
対・決 260.0 対・予 8350,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 350,000 H25当初予算額

決算額計 210,000 決算額計 105,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

6,941,000
総事業費 歳出+職員人件費 3,437,000 歳出+職員人件費 2,522,000 歳出+職員人件費 7,319,000

0.30 人工 2,417,000 職員人件費 0.90 人工人件費 職員人件費 0.40 人工 3,227,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

広報・ＰＲ 回 ホームページ・広報誌等
目標 2

目標
実績

2 2
実績 2 4

成果
指標

耐震診断士派遣件数 件 耐震診断士派遣実績件数
目標 10

目標
実績

10 10
実績 6 3

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

東日本大震災により多くの建築物に被害が発生した。建物の所有者は、
自らの生命と財産は自らが守るという意識を持ち、建築物の倒壊等により
周辺の安全に支障をきたすことがないように、建築物の耐震性を把握し、
必要に応じて耐震化を進める必要がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

耐震診断の重要性をＰＲし、派遣要望件数を増やすと同時に、その後の
耐震改修が進むようリフォーム助成制度などをＰＲしていく。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

東日本大震災の被害を教訓に、地震に対する建築物の耐震性を把握する必要性がある。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

現在は、簡易診断であり、耐震改修の判断として採用できないので、今後
は更なる精密診断の助成制度を検討する必要がある。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

震災後の時間経過とともに耐震に対する意識低下が見られることから、Ｐ
Ｒ活動を強化し住宅の安全確保を図る。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

昭和５６年以前の木造住宅の耐震診断であり、地震に対する備えの第一歩として耐震性を改め
て確認する。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

建築物の耐震性把握の必要性を該当する建築物所有者に啓発する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 渡　辺　泰　二 担当部名 土木部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

※事務事業コード／ 0108040202 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

市民協働 市民の関与 総合計画コード 1341
事業名 02都市公園維持管理事業
会　計 一般会計 款・項・目 080402公園費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
草刈、樹木の剪定、トイレ等の清掃、施設
の修繕及び維持

草刈、樹木の剪定、トイレ等の清掃、施設
の修繕及び維持

草刈、樹木の剪定、トイレ・公園内の清掃、施設点検及
び修繕並びに維持管理

目　的
（成果）

安全で快適な環境で、子供から高齢者までの幅広い年齢層が一緒に触合え遊べるような憩いの場所及び、健康増進を図れるような場を提供する。

内　容
（概要）

６公園（約６．１ｈａ）内の草刈り、樹木の剪定、樹木の剪定、修繕、遊具等の保守点検

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 16,827,022 一般財源 15,288,031 一般財源 19,878,000
その他 その他 その他 77,000

計 16,827,022 計 15,288,031 計 19,955,000
金額 うち臨時分

11 需用費 1,331,854 11 需用費 1,855,274 11 需用費 5,004,000

13 委託料 4,563,109 14 使用料及び賃借料 8,310,924 14 使用料及び賃借料 8,461,000
12 役務費 4,000 13 委託料 5,090,963 13 委託料 6,445,000

16 原材料費 16,800
14 使用料及び賃借料 10,911,259 16 原材料費 30,870 16 原材料費 45,000

19,955,000 0
対・決 30.5 対・予 2615,833,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 19,121,000 H25当初予算額

決算額計 16,827,022 決算額計 15,288,031 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

6,941,000
総事業費 歳出+職員人件費 23,282,022 歳出+職員人件費 20,929,031 歳出+職員人件費 26,896,000

0.70 人工 5,641,000 職員人件費 0.90 人工人件費 職員人件費 0.80 人工 6,455,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策・経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

公園の見回り回数 回／年 年間公園見回り数
目標 24

管理公園 箇所 年間の草刈等管理公園
目標 7 6 6
実績 7 6

24 24
実績 24 24

成果
指標

公園に関する苦情 回／年 苦情件数
目標 0

草刈等実施回数 ％ 草刈等実施公園／市全体の公園数
目標 100 100 100
実績 100 100

0 0
実績 5 9

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
公園内の施設を壊したり、ごみを捨てる（持ち帰らない）など維持管理に
苦労している。　　　＊Ｈ２５中９件あり

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

防犯カメラの設置済看板等を設置し、注意喚起を促していく。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

都市公園の維持管理に努め、地域住民の憩いの場として提供する。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

警察、学校、地域と協力をして連携を図り、見回を強化していくよう推進し
ていく。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

長期契約の中で、受託業者の安全管理や完成図書などのスキルアップを
図り、任せられる業者育成を目指す。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

草刈や施設の維持管理に努めた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

公園の維持管理などについて地元自治会や老人クラブに協力を要請し、共存を図る。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 渡　辺　泰　二 担当部名 土木部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

□

※事務事業コード／ 0108040302 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 25 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

市民協働 総合計画コード 1211
事業名 02駐輪・駐車場管理運営事業
会　計 一般会計 款・項・目 080403駐車・駐輪場管理事業費 新規／継続

（事業区分１）

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
違法駐輪・駐車のチェック、施設内の清掃
及び草取り、管理

違法駐車・駐輪のチェック、施設内の清掃
及び草取り、管理
完了

目　的
（成果）

駐輪・駐車場利用者が円滑かつ快適にりようできるよう努める。

内　容
（概要）

駐輪・駐車場施設及び敷地内の維持管理。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
平成25年度で駐輪・駐車場は事
業廃止。平成26年度は簡易駐輪
場で対応している。（利用料は無
料）今後は神立駅周辺整備事業
に伴い神立駅周辺の駐車場のあ
り方について協議を進める。

財源内訳のマイナスについては、
人件費に充当する。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 0 一般財源 -51,554 一般財源 0
その他 1,924,884 その他 2,033,610 その他

計 1,924,884 計 1,982,056 計 0
金額 うち臨時分

11 需用費 155,252 11 需用費 142,904

13 委託料 1,764,693 13 委託料 1,775,747
12 役務費 739 12 役務費 597

16 原材料費 4,200 16 原材料費 62,808

0 0
対・決 皆減 対・予 皆減1,958,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 1,958,000 H25当初予算額

決算額計 1,924,884 決算額計 1,982,056 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

771,000
総事業費 歳出+職員人件費 5,151,884 歳出+職員人件費 5,205,056 歳出+職員人件費 771,000

0.40 人工 3,223,000 職員人件費 0.10 人工人件費 職員人件費 0.40 人工 3,227,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

施設内の見回り 回／日 施設内の見回り数
目標 1

草刈、除草剤散布 日／年 年間の草取り、除草剤延べ日数
目標 48 12
実績 12 12

1
実績 1 1

成果
指標

駐輪・駐車場に関する苦情 回／年 苦情件数
目標 0

駐輪・駐車場の利用台数 台 駐輪・駐車場の月平均利用台数
目標 85 65
実績 65 54

0
実績 0 0

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 渡　辺　泰　二 担当部名 土木部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

※事務事業コード／ 0108040302 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 25 年度～平成 29 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 1211
事業名 02街路整備事業
会　計 一般会計 款・項・目 080403街路事業費 新規／継続

（事業区分１）
新規

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
街路整備事業へ統合
用地測量業務、路線測量業務、基本設計
業務、草刈業務

用地鑑定業務、土地評価業務、補償調査
業務、用地買収、物件等補償、草刈業務

用地鑑定業務、土地評価業務、残地補償調査業務、用
地買収、物件等補償、工事実施設計、草刈業務、付帯
工事等

目　的
（成果）

神立駅周辺整備の進捗状況を考慮しながら、都市計画道路神立停車場線の整備を推進する。

内　容
（概要）

神立駅からの調和のとれた魅力的な都市環境を創り出し円滑な交通導線の確保と快適な環境形成を図り、且つ防災の面からも支援する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 0 国庫支出金 150,964,000 国庫支出金 291,500,000
県支出金 県支出金 県支出金

市債 0 市債 117,300,000 市債

一般財源 26,965,275 一般財源 14,955,941 一般財源 19,902,000

226,500,000
その他 その他 その他

計 26,965,275 計 283,219,941 計 537,902,000
金額 うち臨時分

11 需用費 0 09 旅費 9,880 09 旅費 14,000

16 原材料費 21,000 12 役務費 46,400 12 役務費 130,000
13 委託料 26,931,275 11 需用費 19,560 11 需用費 22,000

15 工事請負費 0 16 原材料費 456,000
19 負担金、補助及び交付金 13,000 13 委託料 8,010,472 13 委託料 7,267,000

17 公有財産購入費 55,228,201 19 負担金、補助及び交付金 13,000
16 原材料費 639,492 17 公有財産購入費 250,000,000

22 補償補填及び賠償金 219,252,936
19 負担金、補助及び交付金 13,000 22 補償補填及び賠償金 280,000,000

537,902,000 0
対・決 89.9 対・予 234.4160,862,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 32,737,000 H25当初予算額

決算額計 26,965,275 決算額計 283,219,941 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

12,340,000
総事業費 歳出+職員人件費 30,999,275 歳出+職員人件費 295,308,941 歳出+職員人件費 550,242,000

1.50 人工 12,089,000 職員人件費 1.60 人工人件費 職員人件費 0.50 人工 4,034,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策・経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

道路用地の見回り回数 回／年 見回り回数
目標

用地交渉回数 回／年 用地買収に伴う回数
目標 20 24
実績 24

24 24
実績 24

成果
指標

用地買収面積 ㎡ 用地買収面積
目標

用地交渉結果 ％
用地交渉により買収率　　（当該年度完了分（件）／当該年度予算化分
（件））

目標 100 100
実績 100

2,000 2,496
実績 1,703

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
社会資本総合整備交付金事業により事業を行っているが、交付決定額が
要望額より減額になったため、事業認可期間内での整備完了が懸念さえ
る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

計画的な用地買収の推進を図る。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

神立西口土地区画整理事業に合わせ、都市計画道路を推進する。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

この事業は、昭和38年に都市計画決定したもの。約50年以上経過しても
事業が完了していないことから、今後土浦市と神立駅西口土地区画整備
事業と連携をとりながら、早期事業完了に向けて計画的な全面整備を図
る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

工事着手の準備を整え、工期内完了を目途にする　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

買収済みの道路用地について草刈等の維持管理を予定どおり行った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

用地買収を計画どおりに推進し、部分的な道路整備ができるようように対応する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 渡　辺　泰　二 担当部名 土木部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 
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